

[bookmark: _GoBack]事後審査型制限付き一般競争入札の入札参加資格確認の申請について

令和８年６月１８日公告の舗装復旧工事　第１１号［宇都宮市駅前通り３丁目・大通り３丁目　市道１０４号線ほか４路線］の入札参加資格確認申請については，下記のとおりとする。


記

１　提出義務者
開札の結果，予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者
該当者には，開札後，電子入札システムにより通知します。

２　提出書類
【必須書類】
① 事後審査型制限付き一般競争入札参加資格要件確認申請書（指定様式）
② 事後審査型制限付き一般競争入札参加資格要件総括表（指定様式）
③ 建設業法に基づく許可通知書の写し
④ 経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書の写し※１
　⑤ 主任（監理）技術者・現場代理人経歴書（指定様式）
　⑥ 主任（監理）技術者の資格要件確認書類の写し，及び雇用確認書類の写し※２※３
　⑦ 現場代理人の雇用確認書類の写し※３
　⑧ 専任技術者一覧表（営業所技術者等一覧）の写し※４

【必要に応じて提出する書類】
⑨ 類似工事の施工実績調書（指定様式）及び請負契約書・竣工時工事カルテ等の写し※５
　⑩ 省令１７条の２又は１７条の５に基づく人員の配置を示す計画書（以下，人員配置計画書とす　　る）（指定様式）※６※９

⑪ 配置する監理技術者補佐の資格要件確認書類の写し及び雇用確認書類の写し※２※３※７
　⑫ 専任を要する主任技術者の兼任届出書（指定様式）※８
　⑬ 連絡員選定（変更）届出書兼誓約書（指定様式）※１０
　⑭　上記以外に必要な書類（誓約書［指定様式］等）※１１
※１　審査基準日が入札参加資格要件確認申請書提出日から１年７か月以内まで遡った期間の中にある，有効なものを提出してください。
　※２　資格要件確認書類は，主任技術者（監理技術者補佐を含む）の場合，資格の合格証明書等の写しとしますが，実務経験者の場合は，経営事項審査申請時の技術職員名簿（副本）の写しとします。但し，技術職員名簿（副本）で実務経験が確認できない場合は，主任技術者実務経験経歴書［指定様式］を提出してください。また，監理技術者の場合，監理技術者資格者証の写しを提出してください。
　※３　雇用確認書類は以下のものとします。
（１）公的機関発行
　　　Ａ　雇用保険被保険者資格取得等確認通知書　　Ｂ　住民税特別徴収税額通知書
　　　Ｃ　監理技術者資格者証　　Ｄ　健康保険・厚生年金保険標準報酬月額決定通知書
　　　　上記（１）が添付できない場合
　　　Ｅ　給与所得の源泉徴収票　　Ｆ　給与の支払報告書（個人別明細）
　　　Ｇ　賃金台帳（事業者の所在・名称・代表者，作成日を記載したもの）
　　　　提出にあたっては，必要事項（本人氏名，生年月日，事業所の所在や名称，資格取得年月日
　　　等の分かる部分，書類の発行年月日）以外の項目は消去（黒塗り等）も徹底してください。
　　　　なお，代表者が従事される場合は，雇用確認書類の提出は不要です。
　※４　提出日時点で最新のものを提出してください。
　※５　公告で施工実績を求めた場合のみ提出してください。なお，請負契約書または竣工時工事カルテ（一般データ及び技術データ）により施工実績を確認することができない場合は，公告の要件を確認することのできる設計書又は図面の写しを提出してください。
　※６　主任（監理）技術者の専任配置を要する工事を兼務する場合や，専任技術者一覧表に記載のある技術者が専任配置を要する工事に従事する場合は，提出してください。（専任特例１号）
　※７　監理技術者の専任配置を要する工事を兼務する場合において，監理技術者補佐を配置する場合は，提出してください。（専任特例２号）
　※８　主任技術者の専任配置を要する工事を兼務する場合は，提出してください。
　※９　主任技術者が専任配置を要する工事を兼務する場合は，⑤「主任（監理）技術者・現場代理人経歴書」に記載の上，⑩「人員配置計画書」，または⑫「専任を要する主任技術者の兼任届出書」のどちらか一方を提出してください。監理技術者が専任配置を要する工事を兼務する場合についても，上記⑤に記載の上，⑩「人員配置計画書」または，⑪「配置する監理技術者補佐の資格要件確認書類の写し及び雇用確認書類の写し」のどちらか一方を提出してください。
　※１０　請負金額が４，５００万円以上の工事を現場代理人が兼務する場合，提出してください。なお，連絡員の雇用確認書類の写しの提出は，必要ありません。
　※１１　公告にて，「特定建設業許可の者で監理技術者を配置せず主任技術者を配置する場合，及び一般建設業許可の者は，一部下請の発注を5,000（建築一式工事は8,000）万円未満とする。」の条件があり，条件の通りとする場合は誓約書を提出してください。

３　提出期限及び提出場所
① 提出期限････提出を求められた日の翌日から２日以内（市の休日を除く。）
② 提出場所････電子入札システム

４　審査結果について
①　入札参加資格要件有りと認められた場合　
落札となりますので，「落札（決定）通知」等の契約関係書類を入札参加資格者名簿に登録のあるメールアドレス宛に通知します。
②　入札参加資格要件無しと認められた場合
「事後審査型制限付き一般競争入札参加資格要件不適格通知書」を入札参加資格者名簿に登録のあるメールアドレス宛に通知します。なお，その通知を受けた日の翌日から２日（市の休日を除く。）以内に，その理由について書面で問い合わせることができます。

　③　その他
公告に記載の取り抜け要件で失格になった場合は，通知は行いません。

　様式１号　　　　　　　
事後審査型制限付き一般競争入札参加資格要件確認申請書

令和　　年　　月　　日

（あて先）宇都宮市上下水道事業管理者

　　　　　　　　　　申請者　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　舗装復旧工事　第１１号［宇都宮市駅前通り３丁目・大通り３丁目　市道１０４号線ほか４路線］に係る事後審査型制限付き一般競争入札について，下記の関係書類を添えて入札参加資格要件確認の申請をいたします。
　なお，本申請書及び添付書類の記載事項は，事実と相違ないことを誓約いたします。

記
【必要書類】
１．事後審査型制限付き一般競争入札参加資格要件総括表
２．建設業法に基づく許可通知書の写し
３．経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書の写し
４．主任（監理）技術者・現場代理人経歴書
５．主任（監理）技術者の資格要件を満たすことが分かる書類の写し，及び雇用確認書類の写し
６．現場代理人の雇用確認書類の写し
７．専任技術者一覧表（営業所技術者等一覧表）の写し
【必要に応じて提出する書類】
・類似工事の施工実績調書[指定様式]及び請負契約書・竣工時工事カルテ等の写し
・省令１７条の２又は１７条の５に基づき人員の配置を示す計画書
・配置する監理技術者補佐の資格要件確認書類の写し及び雇用確認書類の写し
・専任を要する主任技術者の兼任届書
・連絡員選定（変更）届出書兼誓約書
・上記以外に必要な書類

事後審査型制限付き一般競争入札参加資格要件総括表
	項　　　　　　目　
　要　　　　　　件
	内　　　　　　　　　　　　容
	備　　　　考

	(1)地方自治法施行令
　　第 167条の４第１項（破産者など）
　　　　〃　　　第２項（入札参加制限）
	該当する　・　しない
該当する　・　しない
	

	(2)宇都宮市の入札参加停止・入札参加保留
	該当する　・　しない
	

	(3)建設業の許可及び有効期間
	ほ装工事業　　　特定　・　一般
　　年  　月 　 日　～   　年  　月 　 日
	許可通知書の写し添付

	(4)宇都宮市の建設工事入札参加資格審査
	ほ装工事　　　　格付　A　級
	

	(5)主任（監理）技術者の配置
	(ア) 資    格  　有　・　無
(イ) 工事経験　　有　・　無
	※（イ）について，主任（監理）技術者の
経歴書「工事経験」に記載

	(6)施工中の低入札価格調査該当工事
調査中　　　　　〃　　　　　　
	有（　　件）　・　　無
有（　　件）　・　　無
	

	(7)施工中の近接工事
	有　　・　　無
	

	 【以下，公告で条件とした場合のみ記載】

	(8)工事成績活用型制限付き一般競争入札の対象者
	該当する　・　しない
	

	(9)設計業務等の受託者との関連
	有　　・　　無
	

	(10)類似工事の施工実績
	有　(　元請　・　下請　)　・　無
	※施工実績調書も併せて提出

	(11)宇都宮市上下水道局の指定給水装置
工事事業者であること
	該当する　・　しない
	※公告で指定給水装置工事事業者であることを求めた場合に記入

	(13)関東地区内営業所
	有　　・　　無
	※関東地区内に営業所を設置していることを
求めた場合で，支店のみ関東地区にある場合は，記載のうえ建設業許可申請書（別表）の写し又は営業証明書の写しを提出


注）１　(3)(4)は，今回申請の工事種別について記載すること。
２　(6)は，宇都宮市発注の工事も含む。施工中（工事検査未済）の工事と調査中の工事は，分けて記載すること。
　　３　(7)は，建設工事共同企業体の構成員又は構成員の全部若しくは一部を同じくする建設工事共同企業体として施工中の工事を含む。
４　(8)～(13)は，公告の要件に基づき記載すること。
　　　類似工事の施工実績調書 （公告で施工実績を求めた場合に提出）
会社名：　　　　　　　　　　　　　
	施工
年度
	工事名
	発注者名
	工事概要
（条件の項目について記す）
	工事施工場所
（都道府県及び市町村名）
	請負金額
	技術者の資格名称

	
	
	
	
	
	
(       千円)

％



千円
	

	
	
	
	
	
	
(       千円)

％



千円
	


注)　１　請負金額の上段（　　）は,共同企業体の場合の全体額及び出資比率を記入のこと。
　　 ２　竣工時工事カルテ（一般データ及び技術データ）または請負契約書の写しを添付すること。
　　 ３　必要に応じて，公告の要件を確認することのできる設計書又は図面の写しを添付すること。


主任（監理）技術者・現場代理人経歴書
１．主任（監理）技術者
	（ふりがな）
技術者氏名
	
	生年月日
	　　　　　年　　月　　日

	○主任技術者で配置する場合

	資格名
	
	取得年月日
	　　　　　年　　月　　日

	○監理技術者で配置する場合

	監理技術者資格者証番号
	

	平成２３年４月以降の工事経験

	



工

事

経

験
	(1)工事件名
　発注者名　　　　　　　　　　　　　元請・下請の別　
　請負金額　　　　　　　　　　円　　工期　　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

	
	(2)工事件名
　発注者名　　　　　　　　　　　　　元請・下請の別　
　請負金額　　　　　　　　　　円　　工期　　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

	
	(3)工事件名
　発注者名　　　　　　　　　　　　　元請・下請の別　
　請負金額　　　　　　　　　　円　　工期　　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

	現場代理人従事の有無
（確認申請書提出日現在）
	有　　　　　　　　　　　　　無

	営業所等専任技術者登録
（専任技術者一覧表への記載）
	有　　　　　　　　　　　　　無

	兼務工事※の有無
（確認申請書提出日現在）
	有　⇒（　　　　件）　　　　無
※主任（監理）技術者の専任配置を要する工事を兼務する場合，
後述の欄にも記入すること。

	
兼

務

工

事
　※
	(1)工事件名
　発注者名　　　　　　　　　　　　　元請・下請の別　
　請負金額　　　　　　　　　　円　　工期　　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日
　低入札価格調査制度　（　該当　・　非該当　）

	
	(2)工事件名
　発注者名　　　　　　　　　　　　　元請・下請の別　
　請負金額　　　　　　　　　　円　　工期　　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日
　低入札価格調査制度　（　該当　・　非該当　）

	
	(3)工事件名
　発注者名　　　　　　　　　　　　　元請・下請の別　
　請負金額　　　　　　　　　　円　　工期　　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日
　低入札価格調査制度　（　該当　・　非該当　）



２．現場代理人
	（ふりがな）
現場代理人氏名
	
	生年月日
	　　　　　年　　月　　日

	営業所等専任技術者登録
（専任技術者一覧表への記載）
	有　　　　　　　　　　　　　　　無

	兼務工事※の有無
（確認申請書提出日現在）
	有　⇒（　　　　件）　　　　　　無

	
兼

務

工

事
　※
	(1)工事件名
　発注者名　　　　　　　　　　　　　元請・下請の別　
　請負金額　　　　　　　　　　円　工期　　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日
低入札価格調査制度　（　該当　・　非該当　）

	
	(2)工事件名
　発注者名　　　　　　　　　　　　　元請・下請の別　
　請負金額　　　　　　　　　  円　工期　　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日
　低入札価格調査制度　（　該当　・　非該当　）

	
	(3)工事件名
　発注者名　　　　　　　　　　　　　元請・下請の別　
　請負金額　　　　　　　　　  円　工期　　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日
　低入札価格調査制度　（　該当　・　非該当　）


※　兼任する工事の当初の請負金額が４，５００万円以上の工事で現場代理人を兼任させる場合は，「連絡員選定(変更)届出書兼誓約書」（様式第２号）を添付すること。

◎主任（監理）技術者の専任配置を要する工事を兼務する場合
　以下の①～③のいずれかを記入すること。
①専任特例１号　⇒「該当する」に○をつける。
	専任特例１号による兼務
	該当する


※　該当する場合は，「省令１７条の２又は１７条の５に基づく人員の配置を示す計画書」を添付すること。

②専任特例２号
	本工事に配置する監理技術者補佐

	（ふりがな）
補佐氏名
	
	生年月日
	　　　　年　　月　　日

	資格名
	
	取得年月日
	　　　　年　　月　　日

	監理技術者が兼務する工事に配置する監理技術者補佐

	工事件名
	

	（ふりがな）
補佐氏名
	
	生年月日
	　　　　年　　月　　日

	資格名
	
	取得年月日
	　　　　年　　月　　日



③主任技術者の専任配置を要する工事の兼務（監理技術者を除く）
⇒「該当する」に○をつける。
	主任技術者の専任配置を要する工事の兼務
	該当する


※　該当する場合は，「専任を要する主任技術者の兼任届出書」（様式第１号又は様式第２号）を添付すること。
○兼務工事について

１．主任（監理）技術者
兼務工事は，宇都宮市及び上下水道局発注工事を記入すること。
ただし，主任（監理）技術者の専任配置を要する工事を兼務する場合は，他機関発注工事も記入すること。

２．現場代理人
兼務工事は，上下水道局発注工事を記入すること。
※　宇都宮市発注工事との兼務は不可
※　営業所技術者等は，現場代理人にはなれない。

３．その他
詳細は，競争入札参加者心得等を参照すること。



